
28年調査事項と24年調査事項との対比表（【12】～【14】調査票産業特性事項）

平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

年初及び年末商品手持額（【12】調査票）
●26年基礎調査・商業統計調査に合わせ調査事項に追加

年間商品仕入額（【12】調査票）
●26年基礎調査・商業統計調査に合わせ調査事項に追加

－ 45 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

主な事業収入の内訳(【13】建設業、サービス関連産業A、学校教育）
●分類番号を４桁に変更

－ 46 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

（削除）

業態別工事種類(【13】建設業、サービス関連産業A、学校教育）
●分類番号を３桁に変更

建設業許可番号（【13】建設業、サービス関連産業A、学校教育）
●調査事項から削除

－ 47 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

金融業、保険業の事業種類（【13】建設業、サービス関連産業A、学校教育）
●日本標準産業分類の変更に伴い「商品投資業」を「商品投資顧問業」に、「共済事業・少額短期保険業」を「共済事業、少額短期保険業」に名称変更

－ 48 －



平成28年調査調査事項（案） 24年調査において対応する調査事項

【14】調査票　２面

学校等種類別収入内訳（【13】建設業、サービス関連産業A、学校教育）
●「幼保連携型認定こども園」を選択肢に追加

－ 49 －


